１　各サービス　共通

（１）介護給付費算定に係る体制等に関する届出後の取扱いの変更について
ア　変更内容

①　受理通知について

・　届出書の審査後、受理通知は発行いたしません。
・　届出書の提出確認が必要な事業所については、届出書を2部（市への提出及び事業所控え）準備してください（提出時に受領印を押印します）。
・　郵送にて届出書の提出を行う場合は、届出書2部（本市への提出及び事業所控え）、返信用封筒を同封してください。

イ　留意事項

①　届出書の受領印について

・　届出書の受領印については、提出確認（本市の届出書の受付日）であり、届出書の受理（審査完了）を証するものではありません。

・　審査後、算定要件を満たさない場合や書類の不備等があった場合は、本市から事業所にご連絡いたしますので、補正等をお願いいたします。
・　また、補正等依頼後に、届出がない場合は、不受理となりますので、ご留意ください。
（２）事故報告について
介護サービスの提供中に事故が発生した場合は、市町村へ報告を行うことが条例により義務付けられています。

報告が必要な事故は、下記のとおりです。
1 利用者の死亡

2 負傷等（医療機関受診が必要なもの。念のため受診したが異常なしの場合も含む。）

3 誤薬（服薬を間違える等の事故で、結果的に異常なしの場合も含む。）

4 利用者家族等からの苦情につながると思われるもの

5 その他、報告が必要と判断されるもの（施設長や第三者委員会等の判断による。）

今後、本市において、介護保険サービス提供中に発生した事故の分析等を行い、再発防止につなげるため、平成29年4月1日より、「介護保険事故状況報告書」の様式を変更することとしました。分析結果等については、随時、情報提供する予定としています。

変更についての詳細や新様式については、宮崎市ホームページに掲載しておりますので、各事業所で確認の上、ダウンロードしてください。

	＜掲載場所＞

宮崎市ホームページ（http://www.city.miyazaki.miyazaki.jp）
トップページ＞産業・事業者＞福祉＞介護保険

＞事故発生時の報告について


　　

　また、宮崎市に報告されている事故件数は年々増加しています（平成２６年度　７８０件、平成２７年度　８５３件、平成２８年度　８８９件）。各事業所内でヒヤリ・ハットや事故原因の分析及び改善策等の情報共有を行い、事故を起こさないような取り組みを行ってください。
（３）医療行為について

「喀痰吸引（口腔内、鼻腔内、気管カニューレ内部の喀痰吸引をいう。）及び経管栄養（胃ろう又は腸ろうによる経管栄養、経鼻経管栄養をいう。）（以下、「喀痰吸引等」という。）」は、医療行為に該当するため、医師、看護職員または、登録研修機関等において、一定の研修を修了し、県の登録を受けた介護職員（認定特定業務従事者）等が、県の登録を受けた事業所（登録喀痰吸引等事業者及び登録特定事業者）において、実施することができるとされています。
また、喀痰吸引等は、各行為の研修修了及び登録が行われている行為しか実施することができません。

なお、呉市にある特別養護老人ホームにおいて、研修を受けていない介護職員が喀痰吸引等を行い、平成29年1月26日付けで、改善勧告処分を受けた事例が発生しており、今後本市が行う実地指導において、重点項目として確認いたしますので、各事業所においては、改めてこれらの資格を有する者により喀痰吸引等が実施されているか確認し、喀痰吸引等制度について改めて理解するとともに、その実施に当たっては法令遵守の徹底をお願いいたします。
その他、介護サービスの提供において、医療行為に該当するのかを各事業所において、「医師法第17条、歯科医師法第17条及び保健師助産師看護師法第31条の解釈について（通知）」（平成17年7月26日付　医政発第0726005号）で確認をお願いいたします。

（４）介護職員処遇改善加算について

介護職員処遇改善加算は、平成23年度まで実施されていた介護職員処遇改善交付金による賃金改善の効果を継続する観点から、平成24年度から当該交付金を円滑に介護報酬に移行し、交付金の対象であった介護サービスに従事する介護職員の賃金改善に充てることを目的に創設されたものです。

平成27年度の介護報酬改定においては、介護職員が積極的に資質向上やキャリア形成を行うことが出来る労働環境を整備するといった事業主の取り組みがより一層促進されるよう加算が拡充されました。そして平成29年度の報酬改定においても、これまでの仕組みは維持しつつ、事業者による昇給と結びついたかたちでのキャリアアップの仕組みの構築について、手厚く評価を行うための区分が新設されました。

加算の区分によって要件が異なり、申請できる加算は、どの要件を満たしているかによって異なります。

当該加算の支給対象は介護職員であり、算定対象ではないサービスもありますが、加算の算定は介護職員の賃金改善に繋がり、優秀な人材の確保、利用者への処遇アップ等にも繋がると考えられますので、各事業所におかれましては、ひとつでも上の区分の加算の算定を検討していただければと思います。

下記に主な変更点を掲載していますが、申請方法等含めた詳細は宮崎市ホームページをご覧いただき、ご不明な点はお問い合わせください。

	＜掲載場所＞

宮崎市ホームページ（http://www.city.miyazaki.miyazaki.jp）
トップページ＞産業・事業者＞福祉＞介護保険

＞【重要】平成29年度介護職員処遇改善加算について



	・　加算の区分が4区分（加算Ⅰ～加算Ⅳ）から5区分（加算Ⅰ～加算Ⅴ）へ

・　キャリアパス要件Ⅲを新設

・　サービスごとの各加算率の変更
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キャリアパス要件：Ⅰ、Ⅱ、Ⅲの3種類の要件があります。

Ⅰ…職位・職責・職務内容に応じた任用要件と賃金体系の整備をすること

Ⅱ…資質向上のための計画を策定して、研修の実施または研修の機会を設けること

Ⅲ…経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み又は一定の基準に基づき定期に昇給を判定する仕組みを設けること。（新設）

※　キャリアパス要件Ⅲによる昇給の仕組みの例

○「勤続年数」や「経験年数」などに応じて昇給する仕組み

○「介護福祉士」や「実務者研修修了者」などの取得に応じて昇給する仕組み

○「実技試験」や「人事評価」などの結果に基づき昇給する仕組み

職場環境等要件：賃金改善以外の処遇改善（職場環境の改善等）の取組を

実施すること。


（５）短期入所生活（療養）介護の長期利用について

短期入所生活（療養）介護については、「宮崎市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の基準等に関する条例」第15条第21号において、居宅サービス計画に短期入所生活（療養）介護を位置づける場合は、「利用者の居宅における自立した日常生活の維持に十分に留意するものとし、利用者の心身の状況等を勘案して特に必要と認められる場合を除き、短期入所生活（療養）介護を利用する日数が要介護認定の有効期間のおおむね半数を超えないようにしなければならない。」となっています。

要介護認定の有効期間のおおむね半数を超えて短期入所生活（療養）介護を利用する場合は、事前に、適切なケアマネジメントに基づいて、短期入所生活（療養）介護の利用が、「利用者の心身の状況等を勘案して特に必要と認められる場合」に該当するかを判断し、居宅サービス計画が適切に作成されていることを確認する必要があります。

短期入所生活（療養）介護の利用となる場合は、本市において審査を行いますので、以下の書類の提出をお願いいたします。

なお、不適切であると確認された場合は、担当介護支援専門員に対して個別に指導・助言を行うとともに、当該居宅介護支援事業所に対して文書により通知いたします。

ア　提出書類

①短期入所サービス利用調査票②アセスメントシート③短期入所療養介護計画

④サービス担当者会議録⑤支援経過記録⑥短期入所生活（療養）介護計画

イ　提出期限

要介護認定の有効期間のおおむね半数を超えての利用となる３ヶ月前の末日

ウ　提出方法

郵送または窓口

	＜掲載場所＞

宮崎市ホームページ（http://www.city.miyazaki.miyazaki.jp）
トップページ＞産業・事業者＞福祉＞介護保険

＞【短期入所生活(療養)介護及び居宅介護支援】短期入所生活（療養）介護の長期利用について


（６）宮崎市介護予防・日常生活支援総合事業について

平成29年4月1日から、「宮崎市介護予防・日常生活支援総合事業（以下、「総合事業」という。）」が開始され、介護予防訪問介護及び介護予防通所介護が、介護予防サービス事業から総合事業に移行されます。平成27年4月1日以降に、介護予防訪問介護または介護予防通所介護の指定を受けた事業所及び新たに新規指定を受ける事業所については、総合事業を行うための新規指定が必要となりますので、新規指定を希望される事業所は、宮崎市ホームページより必要書類を準備し、提出してください。

	＜掲載場所＞

宮崎市ホームページ（http://www.city.miyazaki.miyazaki.jp）

トップページ＞産業・事業者＞福祉＞介護保険

＞【総合事業】宮崎市介護予防・日常生活支援総合事業第1号事業者（訪問介護型サービス・通所型サービス）に係る指定届出様式


（７）新規申請時における社会保険及び労働保険の適用状況の確認について
　　　平成29年度4月25日付け雇児総発0425第1号・社援総発0425第2号・障企発0425
　　第2号・老総発0425第2号「各業における新規許可申請時における社会保険及び労働保険の適用状況の確認について（依頼）」に基づき、平成29年7月1日以降に新規指定申請を行う事業所については、許可申請時に、社会保険等への加入が確認できる資料をご提出いただくことになりました。
	＜掲載場所＞

宮崎市ホームページ（http://www.city.miyazaki.miyazaki.jp）

トップページ＞産業・事業者＞福祉＞介護保険

＞【居宅サービス】指定居宅サービス事業者等における届出様式一式

【施設サービス】指定施設サービス事業者等における届出様式一式
【地域密着型サービス】指定地域密着型サービス事業者等における届出様式一式


　　　提出する際の様式や詳細につきましては、宮崎市ホームページをご覧ください。

（８）その他
ア　集団感染発生時の報告について

インフルエンザ、ノロウイルス、レジオネラ症等の感染症若しくは食中毒の発生又はそれが疑われる以下の場合は、宮崎市保健所及び介護保険課への報告が必要です。事業所内で感染症の集団発生が確認された場合は、まずは電話で、早急に報告をお願いします。
※　土・日・祝日に集団感染が確認された場合は、宮崎市コールセンターへご連絡ください。　宮崎市コールセンター　TEL：25-2111
イ　補助金等の協議案内について
国や県より補助金の協議案内については、今後、ホームページへの掲載及びFAX等にて事業書への案内を行うことといたします。意向がある事業所におかれましては、定期的なホームページの確認をお願いいたします。

ウ　宮崎市介護保険課の組織体制について
　　平成29年4月から、計画指導係が廃止され、「事業所指導室」「地域包括ケア推進係」の2係に分かれました。
　　介護保険事業計画に関することについては地域包括ケア推進係、その他の業務については事業所指導室が担当いたしますのでよろしくお願いいたします。

２　介護保険施設　共通
（１）実地指導及び指導監査における指摘事項等

　　ア　施設運営面
①　非常災害対策について
平成28年9月16日付け宮介第490号（介護保険施設等における利用者の安全確保及び非常災害時の体制整備の強化・徹底について）の内容を踏まえ、災害の種類に応じた避難経路や役割分担等を明確にするなど、非常災害対策計画の内容を見直してください。
②　感染症予防及びまん延防止のための対策（衛生管理）について
・　汚物処理室での作業後の手洗い用にペーパータオルは置かれていましたが、ペーパータオル使用後に廃棄するごみ箱がありませんでしたので、ごみ箱を設置してください。

・　医務室（処置室）に感染性廃棄物を廃棄する容器が設置されていませんでしたので、一定時間保管する場合も適切に管理できるよう感染性廃棄物を廃棄する容器を設置してください。

・　汚物処理室のゴミ箱が蓋式のものでしたが、ペダル式のものが望ましいため、委員会で検討してください。

・　寝具用の倉庫に掃除用モップ等が一緒に置かれており、清潔区域と不潔区域が隣接している状況が見られました。また、温湿度計が設置されていませんでしたので、効果的な温度や湿度の管理が行えるよう委員会で検討してください。

・　冷蔵庫の取っ手や出入口の扉など、よく触れる箇所に汚れが目立ったため、定期的な拭き上げを行うようにしてください。
・　施設内の衛生管理や清潔・不潔区域の明確化等、施設内の状況に応じて効果的な予防対策が行えるよう委員会で検討してください。また、委員会で検討した内容や、指針・マニュアルの見直しを行った際には、職員へ周知してください。
③　勤務体制について
併設の事業所（デイサービス）との兼務がある職員について、それぞれの勤務時間が勤務表上、明確に区分けされていませんでした。勤務表（実績表）などに実際の勤務時間を反映し、人員基準を満たしているか確認するようにしてください。
④　施設サービス計画の作成（介護支援専門員の責務）について
サービス担当者会議について、施設の介護支援専門員ではなく、隣接している別の施設の介護支援専門員が代理で行っている事例がありました。入所者の施設サービス計画に係る一連の業務については、当該施設の介護支援専門員の責務であるため、他施設の介護支援専門員が行うことがないようにしてください。
⑤　食事の提供について
食事の提供については、入所者の身体の状況や食形態、嗜好等にも配慮した適切な栄養量及び内容とすることとなっています。食事基準表の作成が2013年となっていましたが、日本人の食事摂取基準は2015年に改訂されているため、内容の見直しを検討してください。
イ　利用者処遇面
①　施設サービス計画の作成（アセスメント）について
アセスメントが実施されていなかったり適切な時期に実施されていない状況で、施設サービス計画が作成されていました。施設サービス計画の作成に当たっては、入所者の生活全般についてその状態を十分に把握し、入所者が生活の質を維持・向上させていく上で生じている問題を明らかにし、入所者が自立した日常生活を営むことができるように支援する上で、解決すべき課題を把握（課題分析）してください。

②　施設サービス計画の作成（目標）について
・　目標の設定は、アセスメントに基づき、利用者・家族・ケア関係者がイメージできるような「具体的」で「達成可能」な長期目標・短期目標を設定し、在宅復帰を視野に入れた入所者本人の生活に即した目標となるよう努めてください。

・　サービス内容は目標を達成するために必要なものを記載し、目標と連動するようにしてください。

・　長期目標と短期目標の期間が同じものがありましたが、短期目標は長期目標を達成するための段階的な目標となるようにしてください。

・　長期間同じ目標が続いているものがありましたが、漫然と同じ計画が続くことのないよう本人のニーズに即した個別性のある目標を立案するようにしてください。
③　施設サービス計画の作成（モニタリング）について
モニタリングは、サービス内容ごとの評価のみではなく、長期目標・短期目標の目標期間が終了する時には、それぞれの目標について根拠を具体的に記述したうえで評価を行い、援助の有効性を十分分析した上で、次期ケアプランに活かしてください。
④　褥瘡対策（計画作成）について
軽度から重度者を選定されていましたが、指針に明記されている褥瘡の評価指標が活用されていませんでした。また、褥瘡の評価指標に基づく褥瘡ハイリスク者の選定や、褥瘡の予防（改善）のための計画が作成されていませんでした。委員会を活用して、指針に基づく褥瘡のハイリスク者の選定を行い、褥瘡予防・改善のための計画を作成した上で、計画に基づいた実践・評価を行ってください。
⑤　たん吸引等の書類（計画同意報告書）について
喀痰吸引等に関する計画は作成されていましたが、計画書の名称が「看護実施計画書」となっており、計画書の項目も適切ではないものがありました。喀痰吸引等業務に従事する職員が、計画に沿って入所者の状況に応じて適切に実施できるよう、様式の見直しを行うとともに、具体的な内容を記載してください。
ウ　報酬関係
①　日常生活継続支援加算について
喀痰吸引を必要とする入所者が明確になっていませんでした。同加算を算定するに当たり、社会福祉士及び介護福祉士法施行規則第１条各号に掲げる行為を必要とする者の割合を毎月算出する必要がありますので、作成の上、提出してください。
②　個別機能訓練加算について
個別機能訓練計画書が作成されていましたが、多職種共同で作成されているのかが明確でなく、目標達成期間の明記もありませんでした。個別機能訓練計画書の作成にあたっては、アセスメントに基づき、本人が主語となる目標や達成期間を明記し、個別性のある機能訓練計画となるようにしてください。また、実施の記録や評価は、個別機能訓練計画の目標について行い、その結果を次回のアセスメントや目標の設定に反映させてください。個別機能訓練加算を算定するにあたっては、加算要件について再度確認を行ってください。
③　経口維持加算について
・　算定に当たっては、医師や歯科医師、管理栄養士、看護師、介護支援専門員等の他職種が協同して経口維持計画を作成することになっています。医師や、歯科医師との協同のもと作成を行ってください。

・　医師又は歯科医師の指示内容が、算定開始時から変わらず同じ内容が続いていました。利用者の状況に応じて、適宜見直しを行うように努めてください。

・　6か月を超えて算定する場合には、おおむね1か月ごとに医師または歯科医師の指示を受けることになっています。指示があったことが分かるように記録を残してください。

３　介護老人福祉施設
（１）実地指導及び指導監査における指摘事項等

ア　報酬関係
①　看取り介護加算について
厚生労働大臣が定める施設基準では、「医師、看護職員、介護職員、介護支援専門員その他の職種の者による協議の上、当該指定介護老人福祉施設における看取りの実績等を踏まえ、適宜、看取りに関する指針の見直しを行うこと」とされています。貴事業所において指針の見直しは行われていましたが、どのように見直しが行われたか分かるよう協議の記録を残すよう努めてください。
４　介護老人保健施設
（１）実地指導及び指導監査における指摘事項等
ア　施設運営面
①　通所リハビリテーションとの区分について
食堂および機能訓練室の利用について、通所リハビリテーションとの区分が明確になっていませんでした。各施設は専用スペースを設けることとなっていますので、基準に合わせて見直してください。なお、見直しに当たっては、適正な配置等について市と協議するとともに、介護老人保健施設開設許可事項の変更申請を提出してください。
イ　利用者処遇面
①　リハビリテーション実施計画（カンファレンス）について
関連スタッフによってリハビリテーションカンファレンスを開催し、目標、到達時期、具体的アプローチ、プログラム等を含む実施計画について検討することとなっています。議事録が毎回同じ内容の記載となっていましたので、利用者個々の具体的な内容について検討を行い、その内容を記録してください。

②　リハビリテーション実施計画（目標）について
リハビリテーション実施計画書の「生活目標」は、利用者の希望や心身の状況に基づき、日常生活を送る上で具体的で達成可能な目標を段階的に設定してください。

③　リハビリテーション実施計画（実施記録）について
実施記録は、実施の有無だけではなく、目標に沿った記録を残してください。その際、利用者の言葉・表情等を具体的に記録し、アセスメント・モニタリングに活かしてください。

ウ　報酬関係
①　在宅復帰・在宅療養支援機能加算について
退所者の在宅における生活が１月以上継続する見込みであることを確認し、記録することになっています。退所日作成のケアプランが添付されていましたが、居宅介護支援事業所からの情報提供を受けた内容など、退所後の在宅生活の状況が分かる記録を残すようにしてください。

５　介護療養型医療施設
（１）介護療養病床について
介護療養病床の廃止・転換期限は平成29年度末となっており、厚生労働省の社会保障審議会において、療養病床のあり方が議論されてきたところです。その議論において、高齢化の進展により増加が見込まれる慢性期の医療と介護のニーズを併せ持つ高齢者に対応するため、要介護高齢者の長期療養・生活施設として新たな施設類型を創設すべきとされ、新たな介護保険施設として、平成30年度に「介護医療院」が創設されることとなりました。この介護医療院には、「医療内包型」（医療機能を内包した施設サービスで、患者像に応じて現行の老健相当の施設と介護療養病床相当の2種類）と「医療外付型」が想定されておりますが、介護報酬や基準などの具体的な制度内容については、平成29年度に国において議論されることとなっています。なお、介護医療院の創設に伴い、介護療養病床の経過措置期間については、平成29年度末から新たに6年間延長することとされています。

現段階で詳細をお示しすることはできませんが、随時、最新の情報を市ホームページにおいて掲載していきますので、ご留意をお願いします。

	＜事故報告書掲載場所＞

宮崎市ホームページ（http://www.city.miyazaki.miyazaki.jp）
トップページ＞産業・事業者＞福祉＞介護保険

＞介護療養病床（介護療養型医療施設）の転換等について


６　訪問介護
（１）留意事項

ア　人員関係

①　非常勤のサービス提供責任者の配置について
最低基準を上回る員数のサービス提供責任者の配置について、非常勤のサービス提供責任者を配置する場合には、事業所における勤務時間が、事業所において定められている常勤の訪問介護員等が勤務すべき時間数（32時間を下回る場合は32時間を基本とする。）の2分の1以上に達している者でなければなりませんのでご留意ください。

イ　報酬関係

①　「同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若しくは同一の建物に居住する利用者に対する取扱い（集合住宅減算）」について
取扱いについて、平成２９年５月１７日付け宮介第１３７号にて通知していますので、必ず確認してください。

７　地域密着型サービス共通
（小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、看護小規模多機能型居宅介護）
（１）留意事項

ア　報酬関係

①　計画作成担当者等が必要な研修を修了していない場合の人員基準欠如減算の取扱いについて

（看護）小規模多機能型居宅介護事業所の介護支援専門員及び認知症対応型共同生活介護事業所の計画作成担当者は、必要な研修を受講している必要があり、研修修了要件を満たしていない計画作成担当者等を配置している場合は、減算の対象となります。

また、職員の離職等により、研修修了要件を満たしていない計画作成担当者等を新たに配置した場合、研修受講の誓約を行うことにより減算対象としない場合もありますので、事前に本市までご相談ください（研修修了後は、修了証を本市へ提出していただく必要があります）。なお、この場合で、受講予定の研修を修了しなかった場合においては、通常の減算の算定方法に基づき、人員基準欠如が発生した翌々月から減算を行うことになりますのでご留意ください。

８　居宅介護支援
（１）留意事項
ア　届出関係

　①特定事業所集中減算の判定について

　　　すべての居宅介護支援事業所は、判定期間ごとの算定を定められた期日までに

　　行い、算定の結果が80％を超えた場合には、所定の様式にて市へ報告を行うこと

　　としております。しかしながら、平成27年4月の報酬改定に伴い、市への報告を

　　必要とする事業所が大幅に増加した影響もあり、市への報告漏れが散見しており

　　ました。

　　　そこで、平成28年度後期より、報告漏れを防ぐため、算定の結果が80％を超え
　　なかった事業所を含む全事業所について、所定の様式にて市への報告を行ってい
　　ただくこととしています。
　　　なお、80％を超えているにもかかわらず、期日までに市に報告がなされない場

　　合は、理由の有無に関わらず減算が適用されることとなります。

　　　取扱いにつきましては、平成29年2月15日付け宮介第845号で通知しており

　　ますので、必ず確認してください。
別　紙





～　平成29年4月1日からの主な変更点　～
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